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１．平成18年３月期の業績（平成17年４月１日～平成18年３月31日）
(1）経営成績 （百万円未満切捨）

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

平成18年３月期 20,387 (17.3) 1,296 (26.0) 1,309 (24.3)

平成17年３月期 17,379 (12.3) 1,029 (8.6) 1,053 (4.6)

当期純利益
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

株主資本
当期純利益率

総資本
経常利益率

売上高
経常利益率

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

平成18年３月期 738 (△2.0) 65 08 64 85 15.1 7.8 6.4

平成17年３月期 753 (5.4) 134 42 － － 17.5 7.2 6.1

（注）１．期中平均株式数 18年３月期          11,212,800株 17年３月期 5,606,400株

２．会計処理の方法の変更 有（「固定資産の減損に係る会計基準」の適用）

３．売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2）配当状況 （百万円未満切捨）

１株当たり年間配当金 配当金総額
（年間）

配当性向
株主資本
配当率中間 期末

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

平成18年３月期 16 00 － － 16 00 179 24.6 3.5

平成17年３月期 26 00 － － 26 00 145 19.3 3.2

（注）１．平成18年３月期の配当金の内訳：普通配当16円00銭、特別配当00円00銭
２．平成17年３月期の配当金の内訳：普通配当26円00銭、特別配当00円00銭

(3）財政状態 （百万円未満切捨）

総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭

平成18年３月期 18,092 5,196 28.7 462 64

平成17年３月期 15,677 4,566 29.1 814 46

（注）期末発行済株式数 18年３月期          11,212,800株 17年３月期 5,606,400株

期末自己株式数 18年３月期 1,200株 17年３月期 600株

２．平成19年３月期の業績予想（平成18年４月１日～平成19年３月31日） （百万円未満切捨）

売上高 経常利益 当期純利益
１株当たり年間配当金

中間 期末

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中間期 10,841 920 745 0 00 － － － －

通　期 22,173 1,391 1,018 － － 7 00 7 00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）30円27銭
（注）株式分割（平成18年４月１日付）による22,425,600株の増加を加味した期末発行済株式数33,638,400株で算出して

おります。上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因
に係る本資料発表日現在における仮定を前提としております。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異な
る結果となる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等につき
ましては、添付資料の８ページを参照してください。
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６．個別財務諸表等
(1）貸借対照表

前事業年度
（平成17年３月31日）

当事業年度
（平成18年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

（資産の部）  

Ⅰ　流動資産  

１　現金及び預金 ※１ 3,626,155 4,195,559 569,404

２　受取手形 149,742 121,085 △28,656

３　売掛金 ※４ 5,653,750 6,856,205 1,202,455

４　販売用不動産 16,093 16,093 －

５　前渡金 50,160 160 △50,000

６　前払費用 15,805 21,939 6,133

７　繰延税金資産 33,115 18,350 △14,765

８　短期貸付金 ※４ 61,298 23,606 △37,691

９　未収入金 ※４ 90,509 103,944 13,435

10　その他 ※４ 56,965 65,699 8,734

貸倒引当金 △2,812 △1,436 1,376

流動資産合計 9,750,782 62.2 11,421,208 63.1 1,670,425

Ⅱ　固定資産  

１　有形固定資産  

(1）建物 ※１ 2,280,275 2,399,853  

減価償却累計額 789,972 1,490,302 870,600 1,529,252 38,950

(2）構築物 355,216 410,323  

減価償却累計額 168,615 186,601 204,316 206,007 19,405

(3）機械及び装置 229,767 228,193  

減価償却累計額 122,535 107,232 140,204 87,988 △19,243

(4）車両運搬具 120,884 147,392  

減価償却累計額 67,815 53,068 90,112 57,279 4,211

(5）工具器具備品 156,621 179,447  

減価償却累計額 86,219 70,402 94,702 84,744 14,342

(6）土地 ※１ 3,273,721 3,726,150 452,428

(7）建設仮勘定  － 100,250 100,250

有形固定資産合計 5,181,329 33.1 5,791,672 32.0 610,343

２　無形固定資産  

(1）借地権 22,133 26,097 3,963

(2）ソフトウェア 64,609 64,831 222

(3）その他 11,930 12,091 160

無形固定資産合計 98,673 0.6 103,020 0.6 4,346
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前事業年度
（平成17年３月31日）

当事業年度
（平成18年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

３　投資その他の資産  

(1）投資有価証券 253,785 411,050 157,265

(2）関係会社株式 90,000 97,250 7,250

(3）出資金 1,550 1,520 △30

(4）従業員長期貸付金 1,944 1,272 △672

(5）破産更生債権等 8,877 7,478 △1,398

(6）長期前払費用 46,978 35,275 △11,703

(7）繰延税金資産 161,497 144,880 △16,616

(8）その他 87,238 83,466 △3,772

貸倒引当金 △5,027 △5,943 △916

投資その他の資産合計 646,843 4.1 776,250 4.3 129,407

固定資産合計 5,926,845 37.8 6,670,943 36.9 744,097

資産合計 15,677,628 100.0 18,092,151 100.0 2,414,523
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前事業年度
（平成17年３月31日）

当事業年度
（平成18年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

（負債の部）  

Ⅰ　流動負債  

１　支払手形 29,395 11,162 △18,233

２　買掛金 ※４ 5,537,544 6,752,741 1,215,197

３　短期借入金 ※４ 3,081,775 4,153,538 1,071,762

４　一年以内返済予定の長
期借入金

※１ 346,800 314,800 △32,000

５　未払金 203,793 106,312 △97,480

６　未払費用 56,255 54,421 △1,833

７　未払法人税等 203,772 141,248 △62,523

８　未払消費税等 14,408 30,197 15,789

９　預り金 3,926 4,515 589

10　前受収益 1,882 1,982 100

11　賞与引当金 5,200 3,890 △1,310

12　その他 ※４ 3,045 79 △2,965

流動負債合計 9,487,798 60.5 11,574,889 64.0 2,087,091

Ⅱ　固定負債  

１　長期借入金 ※１ 1,186,800 872,000 △314,800

２　退職給付引当金 18,678 15,408 △3,269

３　役員退職慰労引当金 381,096 399,602 18,506

４　その他 37,051 33,709 △3,342

固定負債合計 1,623,627 10.4 1,320,721 7.3 △302,905

負債合計 11,111,425 70.9 12,895,611 71.3 1,784,185

 

（資本の部）  

Ⅰ　資本金 ※２ 460,560 2.9 460,560 2.6 －

Ⅱ　資本剰余金  

１　資本準備金 368,310 368,310  

資本剰余金合計 368,310 2.4 368,310 2.0 －

Ⅲ　利益剰余金  

１　利益準備金 97,827 97,827  

２　任意積立金  

(1）別途積立金 2,651,162 3,151,162  

３　当期未処分利益 988,008 1,080,989  

利益剰余金合計 3,736,998 23.8 4,329,979 23.9 592,981

Ⅳ　その他有価証券評価差額
金

514 0.0 37,870 0.2 37,356

Ⅴ　自己株式 ※３ △180 △0.0 △180 △0.0 －

資本合計 4,566,202 29.1 5,196,540 28.7 630,337

負債及び資本合計 15,677,628 100.0 18,092,151 100.0 2,414,523
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(2）損益計算書

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

増減
（千円）

Ⅰ　売上高 ※１ 17,379,573 100.0 20,387,707 100.0 3,008,134

Ⅱ　売上原価 15,881,809 91.4 18,574,377 91.1 2,692,567

売上総利益 1,497,763 8.6 1,813,330 8.9 315,566

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※２ 468,613 2.7 516,402 2.5 47,789

営業利益 1,029,150 5.9 1,296,927 6.4 267,777

Ⅳ　営業外収益  

１　受取利息 ※１ 3,467 4,802  

２　受取配当金 552 2,398  

３　投資有価証券売却益 52,411 47,783  

４　仕入割引 25,615 26,529  

５　雑収入 14,833 96,880 0.6 15,433 96,947 0.4 66

Ⅴ　営業外費用  

１　支払利息 ※１ 62,561 75,084  

２　その他 9,861 72,422 0.4 9,011 84,095 0.4 11,673

経常利益 1,053,607 6.1 1,309,778 6.4 256,170

Ⅵ　特別利益  

１　固定資産売却益 ※３ 326 1,182  

２　貸倒引当金戻入益 2,490 2,816 0.0 460 1,642 0.0 △1,173

Ⅶ　特別損失  

１　固定資産売却損 ※４ 5,585 －  

２　固定資産除却損 ※５ 14,485 14,528  

３　減損損失 ※６ － 20,070 0.1 234,422 248,951 1.2 228,880

税引前当期純利益 1,036,352 6.0 1,062,470 5.2 26,117

法人税、住民税及び事
業税

272,793 317,663  

法人税等調整額 9,972 282,765 1.7 6,059 323,722 1.6 40,956

当期純利益 753,586 4.3 738,747 3.6 △14,839

前期繰越利益 374,798  342,241  △32,556

合併による抱合株式消
却損

△140,377  －  140,377

当期未処分利益 988,008  1,080,989  92,981
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(3）売上原価明細書

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

　商品売上原価 15,323,652 96.5 17,966,297 96.7 2,642,644

　関係会社収入等原価 550,083 3.5 600,844 3.2 50,761

　不動産収入等原価 8,073 0.0 7,235 0.1 △837

　合計 15,881,809 100.0 18,574,377 100.0 2,692,567
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(4）利益処分案

前事業年度
（平成17年３月31日）

当事業年度
（平成18年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）
増減

（千円）

Ⅰ　当期未処分利益 988,008 1,080,989 92,981

Ⅱ　利益処分額  

１　配当金 145,766 179,404  

２　役員賞与 － 9,000  

３　任意積立金    

(1）別途積立金 500,000 645,766 500,000 688,404 42,638

Ⅲ　次期繰越利益 342,241 392,584 50,342

 

　（注）　１株当たり配当金の内訳

前事業年度 当事業年度

年間 中間 期末 年間 中間 期末

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

 普通株式 26 00 － － 26 00 16 00 － － 16 00

 （内訳）             

 　普通配当 26 00 － － 26 00 16 00 － － 16 00

 　特別配当 － － － － － － － － － － － －
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重要な会計方針

項目
前事業年度

（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

(1）子会社株式

移動平均法による原価法

(1）子会社株式及び関連会社株式

同左

(2）その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は、全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は、移動平均法

により算定）

(2）その他有価証券

時価のあるもの

同左

時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

２．デリバティブ等の評価基

準及び評価方法

デリバティブ

時価法

デリバティブ

同左

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

販売用不動産

個別法による原価法

販売用不動産

同左

４．固定資産の減価償却の方法 (1）有形固定資産

　定率法を採用しております。ただし、

平成10年４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）については、定

額法を採用しております。

　なお、少額減価償却資産については、

事業年度毎に一括して３年間で均等償却

する方法を採用しております。

　また、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

(1）有形固定資産

同左

建物　　　　　７年～50年

構築物　　　　２年～40年

機械及び装置　２年～13年

車両運搬具　　２年～６年

工具器具備品　２年～20年

建物　　　　　８年～50年

構築物　　　　７年～40年

機械及び装置　２年～17年

車両運搬具　　２年～６年

工具器具備品　３年～20年

(2）無形固定資産

　定額法を採用しております。ただし、

ソフトウェア（自社利用分）については、

社内における利用可能期間（５年）に基

づく定額法を採用しております。

(2）無形固定資産

同左

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　債権等の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。

(1）貸倒引当金

同左
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項目
前事業年度

（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

(2）賞与引当金

　賞与の支給に備えるため、支給見込額

に基づき計上しております。

(2）賞与引当金

同左

(3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務の見込額

に基づき、当事業年度末において発生し

ていると認められる額を計上しておりま

す。

(3）退職給付引当金

同左

(4）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支払いに備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上し

ております。

(4）役員退職慰労引当金

同左

６．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。

同左

７．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

（ヘッジ手段）

金利スワップ

（ヘッジ対象）

借入金

(3）ヘッジ方針

　借入金の金利変動リスクを回避する目

的で金利スワップ取引を行っており、

ヘッジ対象の識別は個別契約毎に行って

おります。

(1）ヘッジ会計の方法

同左

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

（ヘッジ手段）

同左

（ヘッジ対象）

同左

(3）ヘッジ方針

同左

(4）ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ対象に係る変動金利のインデッ

クスとヘッジ手段の受払いに係る変動金

利のインデックスが一致しており、相場

変動による相関関係が完全に確保されて

いるため、決算日における有効性の判定

を省略しております。

(4）ヘッジ有効性評価の方法

同左

８．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項

(1）消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理の方法は、税抜き

処理によっております。

(1）消費税等の会計処理

同左
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会計処理方法の変更

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

　　　　　　　　　 ―――――― （固定資産の減損に係る会計基準）

　　当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準（「固

定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会　平成14年８月９日））及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第６号　平成15年10月31日）を適用しております。

これにより税引前当期純利益は234,422千円減少してお

ります。

　　なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表

等規則に基づき各資産の金額から直接控除しております。
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成17年３月31日）

当事業年度
（平成18年３月31日）

※１．担保に供している資産及びこれに対応する債務は次

のとおりであります。

(1）担保に供している資産

※１．担保に供している資産及びこれに対応する債務は次

のとおりであります。

(1）担保に供している資産

現金及び預金 20,000千円

建物 315,946千円

土地 704,935千円

計 1,040,881千円

建物        290,921千円

土地        704,935千円

計        995,857千円

(2）上記に対応する債務 (2）上記に対応する債務

一年以内返済予定の長期借入

金
271,800千円

長期借入金 711,800千円

計 983,600千円

一年以内返済予定の長期借入

金
       239,800千円

長期借入金        472,000千円

計        711,800千円

※２．授権株式数及び発行済株式総数 ※２．授権株式数及び発行済株式総数

授権株式数　　　　普通株式 20,250,000株

発行済株式総数　　普通株式 5,607,000株

授権株式数　　　　普通株式     40,500,000株

発行済株式総数　　普通株式     11,214,000株

※３．自己株式

　当社が保有する自己株式の数は、普通株式600株で

あります。

※３．自己株式

　当社が保有する自己株式の数は、普通株式1,200株

であります。

※４．関係会社項目

　関係会社に対する資産及び負債には区分掲記された

もののほかに次のものがあります。

※４．関係会社項目

　関係会社に対する資産及び負債には区分掲記された

もののほかに次のものがあります。

売掛金 5,647,967千円

短期貸付金 61,298千円

未収入金 74,120千円

その他（流動資産） 56,768千円

買掛金 805,340千円

短期借入金 3,081,775千円

その他（流動負債） 4,354千円

売掛金     6,852,724千円

短期貸付金       23,606千円

未収入金       85,195千円

その他（流動資産）       65,445千円

買掛金        777,085千円

短期借入金      4,153,538千円

その他（流動負債）      5,701千円

５．当座貸越契約及び貸出コミットメント契約

　当社においては、運転資金の効率的な調達を行うた

めに取引銀行６行と当座貸越契約及び貸出コミットメ

ント契約を締結しております。これら契約に基づく当

事業年度末の借入未実行残高は、次のとおりでありま

す。

　なお、当事業年度末の純資産額が一定金額以上であ

ることを保証する財務制限条項が付されております。

５．当座貸越契約

　当社においては、運転資金の効率的な調達を行うた

めに取引銀行１行と当座貸越契約を締結しております。

この契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は、

次のとおりであります。

　なお、当事業年度末の純資産額が一定金額以上であ

ることを保証する財務制限条項が付されております。

当座貸越極度額及び貸出コ

ミットメントの総額

3,000,000千円

借入実行残高 －千円

差引額 3,000,000千円

当座貸越極度額     200,000千円

借入実行残高 －千円

差引額        200,000千円

６．配当制限

　商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は、514千円で

あります。

６．配当制限

　商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は、37,737千円

であります。
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

※１．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。

※１．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。

関係会社に対する売上高 17,007,529千円

関係会社からの受取配当金 350,000千円

関係会社からの受取利息 3,446千円

関係会社への支払利息 51,546千円

関係会社に対する売上高     19,893,980千円

関係会社からの受取配当金       470,000千円

関係会社からの受取利息      215千円

関係会社への支払利息       60,184千円

※２．販売費に属する費用のおおよその割合は0.9％、一

般管理費に属する費用のおおよその割合は99.1％であ

ります。

　主要な費目及び金額は次のとおりであります。

※２．販売費に属する費用のおおよその割合は1.2％、一

般管理費に属する費用のおおよその割合は98.8％であ

ります。

　主要な費目及び金額は次のとおりであります。

給与手当 264,708千円

法定福利費 23,910千円

賞与引当金繰入額 5,200千円

退職給付費用 1,871千円

役員退職慰労引当金繰入額 18,819千円

減価償却費 13,813千円

給与手当        293,163千円

法定福利費       26,811千円

賞与引当金繰入額      3,890千円

退職給付費用      1,464千円

役員退職慰労引当金繰入額       18,506千円

減価償却費       18,548千円

※３．固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 ※３．固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

車両運搬具 326千円 車両運搬具    1,182千円

※４．固定資産売却損の内容は次のとおりであります。 ※４．　　　　　　　　―――――

建物 5,293千円

工具器具備品 291千円

計 5,585千円

※５．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 ※５．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

建物 12,538千円

構築物 1,208千円

機械及び装置 65千円

工具器具備品 673千円

計 14,485千円

建物      13,876千円

工具器具備品    652千円

計       14,528千円
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前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

※６．　　　　　　　　――――― ※６．減損損失

　当事業年度において、当社は以下の資産グループに

ついて減損損失を計上しました。

場所 用途 種類 減損損失

栃木県足利市 貸店舗 土地 81,407千円 

栃木県宇都宮市 貸店舗 土地 135,947千円 

栃木県宇都宮市 社宅 土地 3,868千円 

栃木県那須郡 遊休資産 土地 3,651千円 

宮城県石巻市 遊休資産 土地 3,662千円 

栃木県佐野市 遊休資産 土地 5,885千円 

　当社は、管理会計上の区分を基本とし、賃貸資産及

び遊休資産は物件ごとにグルーピングを行っておりま

す。

　当事業年度において、資産グループ単位の収益等を

踏まえて検証した結果、一部の賃貸資産等については、

将来キャッシュ・フローによって当該資産の帳簿価額

が全額回収できる可能性が低いと判断し、各資産グ

ループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減

少額234,422千円を減損損失として特別損失に計上し

ております。

　なお、当資産グループの回収可能価額は鑑定評価額

等により算定しております。
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①　リース取引

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

(1）借主側

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

(1）借主側

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

取得価額相
当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高相
当額
（千円）

機械及び装置 1,274,914 581,830 693,084

工具器具備品 1,596 1,570 26

ソフトウェア 24,134 13,602 10,531

合計 1,300,645 597,002 703,643

取得価額相
当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高相
当額
（千円）

機械及び装置 1,127,914 666,402 461,512

ソフトウェア 12,250 5,250 7,000

合計 1,140,164 671,652 468,512

②　未経過リース料期末残高相当額 ②　未経過リース料期末残高相当額

１年内 239,931千円

１年超 479,609千円

計 719,541千円

１年内     185,487千円

１年超     290,994千円

計     476,482千円

③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額

③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額

支払リース料 231,330千円

減価償却費相当額 216,216千円

支払利息相当額 16,577千円

支払リース料      253,239千円

減価償却費相当額     235,130千円

支払利息相当額       16,093千円

④　減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

④　減価償却費相当額の算定方法

同左

⑤　支払利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差

額を支払利息相当額とし、各期の配分方法について

は、利息法によっております。

⑤　支払利息相当額の算定方法

同左

(2）転貸リース

　上記借主側のファイナンス・リース取引には、おお

むね同一の条件で関係会社に転貸リースしている取引

が含まれております。

　なお、当該転貸リース取引に係る貸主側の未経過

リース料期末残高相当額は、次のとおりであります。

(2）転貸リース

　上記借主側のファイナンス・リース取引には、おお

むね同一の条件で関係会社に転貸リースしている取引

が含まれております。

　なお、当該転貸リース取引に係る貸主側の未経過

リース料期末残高相当額は、次のとおりであります。

１年内 237,885千円

１年超 454,726千円

計 692,611千円

１年内        184,807千円

１年超        264,689千円

計        449,497千円
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前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

(3）貸主側

①　リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末

残高

(3）貸主側

①　リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末

残高

取得価額
（千円）

減価償却累
計額
（千円）

期末残高
（千円）

建物 1,814,842 511,819 1,303,023

構築物 304,028 129,989 174,038

機械及び装置 189,316 99,404 89,912

工具器具備品 8,742 7,356 1,385

ソフトウェア 75,785 24,090 51,694

合計 2,392,714 772,659 1,620,054

取得価額
（千円）

減価償却累
計額
（千円）

期末残高
（千円）

建物 1,955,397 605,445 1,349,952

構築物 368,214 173,515 194,698

機械及び装置 202,102 120,097 82,004

工具器具備品 16,566 10,247 6,318

ソフトウェア 94,185 41,560 52,624

合計 2,636,464 950,865 1,685,599

②　未経過リース料期末残高相当額 ②　未経過リース料期末残高相当額

１年内 122,224千円

１年超 1,745,637千円

計 1,867,861千円

１年内    132,062千円

１年超  1,870,687千円

計   2,002,750千円

③　受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額 ③　受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額

受取リース料 110,344千円

減価償却費 131,543千円

受取利息相当額 35,209千円

受取リース料      135,281千円

減価償却費     159,754千円

受取利息相当額       41,005千円

④　受取利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差

額を受取利息相当額とし、各期の配分方法について

は、利息法によっております。

④　受取利息相当額の算定方法

同左

２．オペレーティング・リース取引

(1）借主側

　未経過リース料

２．オペレーティング・リース取引

(1）借主側

　未経過リース料

１年内 1,317千円

１年超 1,207千円

計 2,525千円

１年内      1,722千円

１年超      1,845千円

計      3,568千円

(2）貸主側

　未経過リース料

(2）貸主側

　未経過リース料

１年内 59,234千円

１年超 1,470千円

計 60,705千円

１年内       70,080千円

１年超      18,663千円

計       88,744千円

②　有価証券

　前事業年度（自　平成16年４月１日　至　平成17年３月31日）及び当事業年度（自　平成17年４月１日　至　平

成18年３月31日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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③　税効果会計

前事業年度
（平成17年３月31日）

当事業年度
（平成18年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

(1）流動資産

繰延税金資産

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

(1）流動資産

繰延税金資産

未払事業税 23,737千円

貸倒引当金 1,136千円

賞与引当金 2,100千円

その他 6,141千円

繰延税金資産合計 33,115千円

繰延税金資産の純額 33,115千円

未払事業税    14,782千円

貸倒引当金    580千円

賞与引当金      1,571千円

その他      1,416千円

繰延税金資産合計    18,350千円

繰延税金資産の純額    18,350千円

(2）固定資産

繰延税金資産

(2）固定資産

繰延税金資産

貸倒引当金 2,031千円

退職給付引当金 7,546千円

役員退職慰労引当金 153,963千円

会員権評価損 5,858千円

その他 1,739千円

繰延税金資産合計 171,137千円

貸倒引当金      2,401千円

退職給付引当金      6,225千円

役員退職慰労引当金   161,439千円

会員権評価損      5,858千円

減損損失     94,706千円

その他      2,356千円

繰延税金資産小計 272,987千円

評価性引当額 △93,143千円

繰延税金資産合計   179,843千円

(3）固定負債

繰延税金負債

(3）固定負債

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △348千円

土地評価差額金 △9,291千円

繰延税金負債合計 △9,640千円

繰延税金資産の純額 161,497千円

その他有価証券評価差額金   △25,670千円

土地評価差額金    △9,291千円

繰延税金負債合計   △34,962千円

繰延税金資産の純額    144,880千円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異の原因となった主要な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異の原因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.4％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.1％

受取配当金等永久に益金に算入されない項

目
△13.6％

住民税均等割額 0.0％

その他 0.4％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 27.3％

法定実効税率 40.4％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.3％

受取配当金等永久に益金に算入されない項

目
△17.9％

住民税均等割額 0.0％

評価性引当額 8.9％

その他 △1.2％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 30.5％
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１株当たり純資産額 814円46銭

１株当たり当期純利益金額 134円42銭

１株当たり純資産額    462円64銭

１株当たり当期純利益金額    65円08銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が、存在していな

いため記載しておりません。　　　　　　

　当社は、平成16年５月20日付で株式１株につき1.5株の

株式分割を行っております。

　なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合

の前事業年度における１株当たり情報については、以下の

とおりとなります。

　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

64円85銭

 

　当社は、平成17年５月20日付で株式１株につき２株の株

式分割を行っております。

　なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合

の前事業年度における１株当たり情報については、以下の

とおりとなります。

１株当たり純資産額 725円64銭

１株当たり当期純利益金額 127円50銭

１株当たり純資産額    407円23銭

１株当たり当期純利益金額    67円21銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在していないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在していない

ため記載しておりません。

　（注）　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１株当たり当期純利益金額

当期純利益（千円） 753,586 738,747

普通株主に帰属しない金額（千円） － 9,000

（うち利益処分による役員賞与金）  （－） 　　　（9,000） 

普通株式に係る当期純利益（千円） 753,586 729,747

期中平均株式数（千株） 5,606 11,212

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（千株） － 39

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益金額の算定に含め

なかった潜在株式の概要

新株予約権１種類

（新株予約権の数　1,080個）

新株予約権が存在する期間の普通株

式の期中平均株価が行使価格を下回

り、希薄化効果を有していないため、

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額の算定に含めておりません。

　　　　　　　　　　　　　 －
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（重要な後発事象）

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

（株式分割に関する事項）

　　当社は、平成17年２月16日開催の取締役会において株

式分割による新株式の発行を行う旨決議しております。

　　当該株式分割の内容は、下記のとおりであります。

（株式分割に関する事項）

　　当社は、平成18年２月14日開催の取締役会において株

式分割による新株式の発行を行う旨決議しております。

　　当該株式分割の内容は、下記のとおりであります。

１　平成17年５月20日付をもって平成17年３月31日最終の

株主名簿及び実質株主名簿に記載または記録された株主

の所有株式数を１株につき２株の割合をもって分割いた

します。

１　平成18年４月１日付をもって平成18年３月31日最終の

株主名簿及び実質株主名簿に記載または記録された株主

の所有株式数を１株につき３株の割合をもって分割いた

します。

２　分割により増加する株式数

　　普通株式　　 5,607,000株

２　分割により増加する株式数

　　普通株式　　22,428,000株

３　配当起算日　平成17年４月１日

　　前期首に当該株式分割が行われたと仮定した場合にお

ける（１株当たり情報）の各数値はそれぞれ以下のとお

りであります。

３　配当起算日　平成18年４月１日

　　前期首に当該株式分割が行われたと仮定した場合にお

ける（１株当たり情報）の各数値はそれぞれ以下のとお

りであります。

前事業年度
（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

当事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額

362円82銭 407円23銭

１株当たり当期純利益金額 １株当たり当期純利益金額

63円75銭 67円21銭

　　なお、当事業年度の潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式

が存在しないため記載しておりません。また、前事業年

度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式が存在していないため記載しておりません。

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額

135円74銭 154円21銭

１株当たり当期純利益金額 １株当たり当期純利益金額

22円40銭 21円69銭

－
 

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額

 21円62銭

　　なお、前事業年度の潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式

が存在していないため記載しておりません。
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７．役員の異動

（1）代表者の異動

　　該当事項はありません。

（2）その他の役員の異動

　　①退任取締役　　

　　　平成18年３月24日に開示済みであります。

　　②新任取締役候補（平成18年６月29日付予定）　

　　　取締役市売担当部長兼ハイビック市売株式会社常務取締役　　依田　勝則

　　　（現　執行役員市売担当部長兼ハイビック市売株式会社常務取締役）
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